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要請書 

 

当団体は、消費者団体訴訟制度の制度化を受けて、不当な勧誘行為や不当条項の

使用中止の申し入れや、団体訴権を行使していくことを重要な活動内容として、関

西地域の７府県の消費者団体や消費者問題に取り組む個人によって、２００５年１

２月３日に結成された消費者団体です。２００７年８月２３日には、内閣総理大臣

より消費者契約法第１３条に基づく適格消費者団体として認定されました（組織概

要についてはホームページをご参照ください）。 

当団体は、貴社が運営されているプロバイダサービス「ＭＯＵ」について検討し

た結果、貴社に対し、２０１４年１０月２７日付「お問い合わせ」を送付し、その

後貴社と文書でやり取りを行いましたが、その中で当団体の２０１５年７月８日付

「申入れ兼要請書」に対して、貴社から同年７月２３日付「回答書」をいただきま

した。   



上記回答書には、適切な方法で記載した書面により告知した日から８日以内に行

使することができる初期解除ルールの実施について、「１０月１日頃までに実施す

る予定です。弊社における事務手続き及び代理店への告知等の為、上記実施には、

準備期間が必要となることをご了承ください。」と明記されていましたので、当団

体が１０月１日以後に貴社のｗｅｂサイトを閲覧しましたが、プロバイダサービス

の会員規約は改定されていませんでした。そこで、当団体から、初期解除ルールの

実施の有無、実施予定、遅延の理由を問う２０１５年１０月２８日付「ご連絡」を

送付したところ、貴社は、同年１１月１４日付「回答書」において、初期解除ルー

ルの実施時期を「電気通信事業法の一部を改正する法律が施行されるまで」と延期

され、その理由についても「弊社における事務手続き及び代理店への告知等の為、

上記実施には、準備期間が必要となることをご了承ください。」と上記７月２３日

付「回答書」と同じ説明をしておられます。 

以上のような経緯を踏まえまして、当団体において今後の対応を検討した結果、

下記の要請を行うこととなりました。 

なお、本「要請書」は、消費者契約法第１２条に基づくものではなく、消費者団

体としての任意の要請です。 

つきましては、本「要請書」に対する貴社のご回答を、２０１６年２月２６日ま

でに書面にて当団体事務局まで送付いただきますようお願いいたします。貴社の誠

実かつ迅速な対応をお待ちしております。 

すでに貴社にご連絡していますとおり、本「要請書」は公開の方式で行わせてい

ただきます。したがって、本「要請書」の内容、及びそれに対する貴社のご回答の

有無とその内容等は、すべて当団体ホームページ等で公表いたしますので、その旨

ご承知おきください。 

 

記 

１ 要請の趣旨 

(1) 消費者とのプロバイダサービス契約について、速やかに電気通信事業法等



の一部を改正する法律に基づく「書面の交付及び初期契約解除制度」を導入す

るよう求めます。 

(2) 前項の制度導入前であっても、平成２７年１０月１日以降に契約した消費

者については、契約締結書面受領後８日以内は、初期契約解除制度と同様の対

応をすることを求めます。 

 

２ 要請の理由 

 (1) ２０１５年７月８日付「申入れ兼要請書」に対する貴社の同月２３日付「回

答書」によれば、貴社は、同年１０月１日頃までに、「書面の交付及び初期契

約解除制度の導入」を実施する予定とのことでした。しかし、平成２８年１月

２６日現在、貴社は、未だ「書面の交付及び初期契約解除制度」を導入してお

りません。 

また、貴社は、上記２０１５年７月２３日付「回答書」及び同年１１月２４

日付「回答書」において、「書面の交付及び初期契約解除制度」の導入には、

貴社における事務手続き及び代理店への告知等の為、準備期間が必要である旨

を回答していますが、既に初期解除制度導入のための準備期間として相当の期

間が経過していると考えられます。   

したがって、改正法の施行を待たずに、速やかに「書面の交付及び初期契約

解除制度」を導入するよう求めるものです。 

 (2) 上記のように２０１５年１０月１日頃の実施予定が、貴社の事務手続及び

代理店への告知等のために遅延している状況に鑑みれば、貴社において「書面

の交付及び初期契約解除制度」の導入がされる前であっても、２０１５年１０

月１日以降の契約については、「書面の交付及び初期契約解除制度」と同様の

対応をするよう求めるものです。 

以上 

 


